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１． 2006年3月期の取り組み　～　三菱UFJ証券

2005年10月7日　ニッキン

三菱UFJ証券の10月1日発足にともない、
　ホールセール業務は旧三菱証券、

　リテール業務は旧UFJつばさ証券にシステムを統合
NRIは従来から両社のシステムをサポート

三菱UFJ証券システム統合
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１． 2006年3月期の取り組み　～日本郵政公社①

2005年10月31日号　金融財政事情

投資信託窓口販売システムの開発・運用を

　2005年4月に受注
NRIは従来より、銀行向けの投信窓販用パッケージ
　システム「BESTWAY」で大きなシェアを獲得

2005年4月26日 日刊工業新聞

投信窓販システム
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１． 2006年3月期の取り組み　～日本郵政公社②

2006年3月2日

日本経済新聞

11面

全国24,600ヵ所の郵便局と計算機センター
　を結ぶ「郵政総合情報通信ネットワーク（PNET）」
　の再構築を受注

新ネットワークは、2007年10月の民営化後に、
　郵便、貯金、保険のサービスを提供するための基盤となる

　システム

P-NET再構築

2006年3月3日　

日刊工業新聞
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１． 2006年3月期の取り組み　～ セブン＆アイグループ

2006年3月20日

日経コンピュータ

2006年1月、勘定系システムを全面刷新
当プロジェクト推進メンバーとして、 NRIから12名がセブン銀行に出向・常駐

セブン銀行/新勘定系システム
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１．2006年3月期の取り組み　～ データセンター

2006年3月29日

日刊建設工業新聞

国内4ヵ所目となるデータセンターを横浜市に建設予定（ 2007年秋竣工）

データセンター

2006年3月29日
日本経済新聞（神奈川版）
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２．プロジェクト事例

株式会社 良品計画
基幹系システム

キッコーマン 株式会社
基幹系システム＆情報系システム

基幹系システム＆物流システム

2006年3月期に受託したアウトソーシング案件の例

国分 株式会社
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３．その他　　～ 事業環境：オンライン証券

・大手5社の2005年度売買代金は前年度に比べ倍増

・株式売買手数料の引き下げを背景に、口座獲得競争が再燃する可能性も

2006年4月11日

日本経済新聞

2006年4月2日

日本経済新聞
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３．その他　　～ 事業環境：投資信託市場

2006年4月16日 日本経済新聞2006年4月17日　日経金融新聞

・2005年度末の市場規模(公募・私募)が85兆円と過去最高を更新

・日本郵政公社では、投資信託業務を大幅に拡大予定
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３．その他　　～ ブランディング活動

【対顧客】

【対一般】
【対マスコミ】

【対社内】

【対株主】

「2010年の日本」
キャンペーンプロモーション活動
（2005年9月～2006年3月）


	2006年3月期決算 および 2007年3月期業績見通し
	参考資料
	1.2006年3月期の取り組み
	2.プロジェクト事例
	3.その他





